資料：政府への要求書
２０１０年８月１０日
                 　 殿
公務員労働組合連絡会
議　長　 棚 村  博 美
本年の人事院報告･勧告等に関わる要求書
　常日頃、公務員労働者の処遇改善にご努力頂いていることに心から感謝申し上げます。
　さて、人事院は本日、２年連続で月例給の757円、0.19％引下げ、一時金を0.2月削減することなどを中心とする給与勧告を行いました。
　これらの給与勧告は、民間の実勢や公務の事情を反映したものとはいえ、われわれの生活に大きな影響を与えるものであり、極めて不満な内容といわざるをえません。
　一方、50歳台後半層の職員給与を一律に引き下げる措置は、手続的に極めて拙速であることに加え、職務給や能力・実績主義という公務員給与の基本原則に反するものであり、このような措置は到底認められるものではありません。
　いま、公務員は、総人件費削減政策のもとで、恒常的な長時間労働など極めて厳しい労働環境のもとに置かれながらも、日々、国民に良質な公共サービスを提供すべく奮闘しています。
　政府が本年の給与改定方針を検討するに当たっては、こうした実情や人事院勧告が労働基本権制約の代償措置であることを踏まえ、われわれと十分交渉・協議し、合意することを強く申し入れます。
記
１．政府は、本年の給与勧告等の取扱いに当たっては、50歳台後半層の給与引下げは行わないこととし、公務員連絡会と十分交渉・協議し、合意すること。
２．非常勤職員に育児休業制度等を導入するため、意見の申出に基づいて速やかに育児休業法を改正すること。
３．雇用と年金を接続するため、2013年度から、65歳までの段階的な定年延長が実施できるよう必要な検討作業を行うこと。
４．国家公務員制度改革基本法に基づく公務員制度の検討に当たっては、ILO勧告に基づき、公務員の労働基本権、団体交渉に基づく賃金・労働条件決定制度を確立することとし、次期通常国会で関係法律を改正すること。
以　上
